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工程表進捗状況
（こども家庭庁主務の論点について）

2026年2月27日
青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG



R７年度 R８年度 R９年度

７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

①リスクの多様化への対応について（青少年インターネット環境整備法）
＜論点＞
１法の目的（第１条）や理念（第３条）について、現在の状況に鑑みてその妥当性をどう考えるか。また、こども基本法やこどもの権利条約（児童の権利
に関する条約）、ウェルビーイング概念との関連付けをどう考えるか。
２諸外国では法律等により一律に青少年の使用を規制する動きもみられている一方で、我が国で同様の法的整備を行うことについてどのように考えるか。
３ リスクの多様化に対して、法で定められる方策、すなわち、①教育・啓発活動の推進（第３章）、②フィルタリングの推進（第４章）の二軸による対応で
十分といえるか。現行法上、フィルタリングは「青少年有害情報の閲覧を制限するためのプログラム」と定義されているところ、この機能を求める枠組みで十分か。
また、その前提として、どのような「リスク」を法の射程と捉えるべきか。
４法第２条第４項における「青少年有害情報」について、諸外国の対応状況等も注視しながら、多様化してきたリスクに対応する形で、例えば、例示の範囲
を拡大させること、同項各号の例示を定義とすること等についてどう考えるか。
５現行において義務が課されている携帯電話事業者と、それ以外のＳＮＳや動画共有サービス、アプリストア、ゲーム、ライブ配信等のプラットフォーム事業者
を含むステークホルダー間の役割分担のリバランスが必要であることについてどう考えるか。
６法第 21 条ないし第 23 条の特定サーバー管理者の努力義務の履行をより促し、あるいはさらなる法的対応を行うことを含め、誰がどのようなリスクに対応し
てどのような対応を担うのか、諸外国の例、国内の法令による対応を踏まえつつ、実態の把握を行うとともに、これを踏まえた検討を進めることについてどう考える
か。
７一定規模のＳＮＳ等のプラットフォーム事業者を含む特定サーバー管理者に対して、様々な年齢確認方法、例えば携帯電話事業者からの年齢情報の提
供や、ＡＩによる年齢判定等を求めることについて、実現可能性や諸外国の例を見極めつつ、その是非、法的根拠をどう考えるか。
８法における規律の実効性を確保するための仕組みの必要性をどう考えるか。

（◎こども家庭庁、総務省、経済産業省）

・事業者等関係者ヒアリング

・今後の進め方の検討
（法制上の課題を議論するための
有識者会議等について）

・ 有識者会議等において、法制上の課題について検討
（※）諸外国等と調整が必要な場合には、適宜外務省とも連携。

検討結果に応じて、法制上の対応を含め、
制度上の必要な措置を実施

※ ②リスクの多様化への対応について（民間企業等による自主的な取組）の項目の観点もあり

※ ③コンテンツ・リスクへの対応について（アダルト広告等青少年に有害なおそれがあるもの）の項目の観点もあり
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①リスクの多様化への対応について（青少年インターネット環境整備法）

現状： 実施済み ・ 一部実施済み ・ 遅延 ・ 未着手

これまでの実施内容：
• 青少年インターネット環境を巡る現状や課題について、有識者、事業者等を対象にヒアリングを
実施し、論点整理に向け情報収集を進めた。

• 令和８年１月に「青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討ワーキンググループ
（WG）」を立ち上げ、今後の制度の在り方について本格的な検討を開始した。

現時点の課題：
• 多様なステークホルダーが関与するテーマであることから、今後の検討に向けて、各主体間における
認識の共有や論点の整理を丁寧に行っていく必要がある。

• 諸外国において様々な制度的対応が進められている中で、各国の制度内容に加え、実際の運用
状況や影響についても把握・整理を行い、それらを踏まえた検討を進めていく必要がある。

今後の予定：
• 「青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG」において、ヒアリング結果等を踏ま
えた検討を進め、令和８年７月を目途に中間整理を行う。

• WGの検討過程において、こどもとの意見交換を実施し、実際にインターネットを利用するこどもの視
点や意見を踏まえた検討を行う。

• 検討結果に応じて、法制上の対応を含め、制度上の必要な措置を実施 2

（◎こども家庭庁、総務省、経済産業省）



＜論点＞
２青少年の年齢と発達段階にふさわしいコンテンツやサービスについての知見を集めて事業者や保護者に提供する等の取組についてどう考えるか。その主体に
ついてはどう考えるか。

（◎こども家庭庁、 総務省、 経済産業省）

R７年度 R８年度 R９年度

７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

令和７年度子ども・子育て支援等推進
調査研究事業
（官民学コンソーシアムの設置に関する調査研究）
・コンテンツレーティングの在り方にかかる
課題の整理等

コンテンツレーティングの在り方について
検討、議論の継続

令和７年度子ども・子育て支援等推進
調査研究事業
（民間事業者の取組等に関する調査研究）
・各事業者の自主的取組の調査、好事例の抽出と
保護者向け広報等について検討

好事例の周知、展開等

②リスクの多様化への対応について（民間企業等による自主的な取組）

3



②リスクの多様化への対応について（民間企業等による自主的な取組）

現状： 実施済み ・ 一部実施済み ・ 遅延 ・ 未着手

これまでの実施内容：
• 「令和７年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業（こども家庭庁）」において、日本におけ
る青少年向けサービスを対象としたレーティングの現状や主要なSNSプラットフォーム事業者が利用
規約上で定めるルールを整理。

• フィルタリングサービス関係機関が考える課題や諸外国の現状等について情報収集。
• 青少年のインターネット利用に関わる事業者が実施する自主的取組を調査、好事例を収集。

現時点の課題：
• 青少年の年齢と発達段階にふさわしいコンテンツやサービスについて、事業者の方針は一定程度共
通しているものの、保護者等に対して当該知見の提供が積極的に行われておらず、その周知が課
題。

今後の予定：
• 上記事業の報告書は令和８年５月頃までに公表予定。
• コンテンツレーティングの在り方（青少年有害情報にかかる論点）については「青少年インターネット
環境整備法の在り方等に関する検討WG」にて引き続き検討、議論。

4

（◎こども家庭庁、総務省、経済産業省）



＜論点＞
３インターネット上の性被害等の実態把握について、障害がある青少年を含めて、調査対象や調査事項等について、検討を進めることについてどう考えるか。

（◎こども家庭庁、 警察庁）

R７年度 R８年度 R９年度

７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

④コンダクト／コンタクト・リスクへの対応について
（闇バイト、いじめ、セクスティング等）

令和７年度青少年の被害・非行防止に
向けた環境整備に関する調査研究
（青少年保護対策）
※警察庁と適宜連携

令和７年度調査研究の分析・展開
若しくは、
令和８年度青少年の被害・非行防止に
向けた環境整備に関する調査研究
（青少年保護対策）

こども
家庭庁

警察庁
SNSに起因する児童の性的被害等の実態把握
※こども家庭庁に適宜情報共有・連携

5



現状： 実施済み ・ 一部実施済み ・ 遅延 ・ 未着手

これまでの実施内容：
• 「令和７年度青少年の被害・非行防止に向けた環境整備に関する調査研究（こども家庭庁）」
において、青少年のインターネット上の性被害等に関する課題や事例を収集。また、令和８年度
実施予定の実態調査に向けて、調査対象や調査事項、調査方法等の調査設計について検討を
実施。

• 警察においてSNSに起因する児童の性的被害等の取扱い事案の実態を把握。

現時点の課題：
• 文献調査で把握できないような事件化していない被害の実態把握が困難。

今後の予定：
• 上記事業の報告書は令和８年３月末に公表予定。
• こども家庭庁において、上記事業において検討した調査設計等を参考に、青少年のインターネット
上の性被害等の実態把握に係る調査を令和８年度実施予定（秋頃目途に中間的整理）。

• 警察におけるSNSに起因する児童の性的被害等の取扱い事案の実態把握を継続。

④コンダクト/コンタクト・リスクへの対応について
（闇バイト、いじめ、セクスティング等）
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＜論点＞
１例えば、生成ＡＩ技術を悪用した実在する児童の性的被害等、ディープフェイクに係るリスクや被害について、政策的なレベルでの認知が不十分である中、
状況把握を実施することをどう考えるか。

（◎こども家庭庁、 警察庁、文部科学省）

R７年度 R８年度 R９年度
７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

⑥横断的リスクへの対応について（生成AI等）

・所管省庁において検討・調査の実施
と
り
ま
と
め

・こども家庭庁から、児童の性
被害等の情報に関わる省庁に
対して、それぞれが把握している

実態の報告要請
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現状： 実施済み ・ 一部実施済み ・ 遅延 ・ 未着手

これまでの実施内容：
• こども家庭庁から警察庁、文部科学省に対して、それぞれが把握している児童のディープフェイクポ
ルノ被害の実態について、報告要請。

• 令和７年１１月には警察庁から、「令和６年中の児童の画像を加工して作成された性的画像
の悪用事案」について、報告を受理。

• また、令和７年１２月以降、文部科学省から都道府県・指定都市教育委員会等に対して、
ディープフェイクポルノに係る学校での被害事案の聴き取り等を実施。

現時点の課題：
• 児童のディープフェイクポルノ被害の実態について全容をつかむことが困難。
• ディープフェイクポルノ被害について学校に対する周知が不十分。
今後の予定：
• 上記を踏まえて、こども家庭庁において、児童のディープフェイクポルノ生成・拡散の実態把握のため
の調査等を令和８年度に実施する予定（秋頃目途に中間的整理）。

• 警察における取扱い事案の実態把握を継続。
• 文部科学省においては、教育委員会等への聴き取り等で把握した被害事案について、こども家庭
庁に報告を行うとともに実態把握を継続。また、教育委員会等に対し、「性的ディープフェイク」に関
する広報啓発資料の活用等や学校における未然防止の取組等を促す事務連絡を発出予定。

• 引き続き、両省庁と連携しながら、継続的な実態把握につとめる。

⑥横断的リスクへの対応について（生成AI等）
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（◎ こども家庭庁、警察庁、文部科学省）



＜論点＞
１インターネットの長時間等の利用や、ＡＩ等によるアルゴリズムにより過去の検索履歴等に基づいて情報が表示されてしまう問題については、その具体的内
容や因果関係の有無等、心身への影響も含め、調査や専門的な分析等を行うことについてどう考えるか（※３、※４）。
２調査対象や調査事項等を含めて、低年齢層のインターネット利用に係る実態把握を進めることについてどう考えるか。

（※３）厚生労働省が令和６年度に「ネット・ゲーム使用と生活習慣に関する実態調査」を実施。
（※４）「青少年が安全に安心してインターネットを利用できるようにするための施策に関する基本的な計画（第６次）」では、インターネットやスマートフォン

の利用がこどもの心身の発達に与える影響を含め、様々な事業者の新たなサービスやアプリケーションの提供によって変化するインターネット環境が引き
起こす課題を把握・分析し、それらに対応する施策の検討に資する調査を実施することとしている。

（◎こども家庭庁、厚生労働省）

R７年度 R８年度 R９年度

７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

⑦横断的リスクへの対応について
（低年齢化、長時間利用、心身への影響、アルゴリズム）

令和７年度子ども・子育て支援等推進
調査研究事業
（官民学コンソーシアムの設置に関する調査研究）
・インターネット利用がこどものメンタルヘルスに及ぼす
影響に関する仮説の整理

実態調査について検討、実施こども
家庭庁

厚生
労働省

と
り
ま
と
め

令和６年度
「ネット・ゲーム使用と生活習慣に関する実態調査」
の取りまとめ
※こども家庭庁との結果共有
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現状： 実施済み ・ 一部実施済み ・ 遅延 ・ 未着手

これまでの実施内容：
• 「令和７年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業（こども家庭庁）」において、SNS を含め
たインターネット利用がこどものメンタルヘルスに及ぼす影響について、デスクトップ調査や医師等への
ヒアリングを実施。

• 厚生労働省において、令和６年度「ネット・ゲーム使用と生活習慣に関する実態調査」を取りまと
め（ （独）国立病院機構 久里浜医療センターが実施） 。

現時点の課題：
• 臨床レベルではインターネット利用によるこどものメンタルヘルスへの影響は認められるものの、海外に
比べて日本における研究事例は非常に少ない。特に、インターネット特にSNSの機能にかかるリスク
視点での研究はほとんど見られない。

今後の予定：
• 上記事業の報告書は令和８年５月頃までに公表予定。
• こども家庭庁において、SNSの利用、特にSNSの機能によるリスクに視点をおいたメンタルヘルスへの
影響にかかる研究を国内で進めるための調査を令和８年度に実施予定（秋頃目途に中間的整
理）。

• 中長期的には、産官学が連携して継続的な調査研究を実施できるような枠組みを検討。

⑦横断的リスクへの対応について
（低年齢化、長時間利用、心身への影響、アルゴリズム）
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＜論点＞
１広報及び啓発活動の強化や、相談体制の充実に向けて、各府省庁が既に行っている取組を相互に連携させていくことについてどう考えるか。この際、青少
年の意見を踏まえつつ、青少年や保護者に対してより効果的な形で取組を進めていくことについてどう考えるか。
２各種団体が行っている広報及び啓発活動について、国等が把握しているエビデンスが反映されるような情報提供の在り方についてどう考えるか。

（◎こども家庭庁、 警察庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科学省、経済産業省）

R７年度 R８年度 R９年度

７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

⑧広報・啓発について

令和７年度子ども・子育て支援等推進
調査研究事業
（官民学コンソーシアムの設置に関する調査研究）
・既存の広報施策の棚卸しと整理及び広報の
連携の在り方を検討
・広報で活用することが望ましいエビデンスの検討

調査結果を踏まえて各種広報への反映を実施
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現状： 実施済み ・ 一部実施済み ・ 遅延 ・ 未着手

これまでの実施内容：
• 「令和７年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業（こども家庭庁）」において、各府省庁
や民間組織主体の広報施策を整理し、広報分野で更なる取組や連携が可能なテーマ等の検討
材料を収集。その上で、広報の連携の在り方について検討を実施。また、各府省庁の既存の広報
施策にて活用されているエビデンスを整理。

現時点の課題：
• インターネット利用全般についての広報施策は、各府省庁にて継続的に実施されているものの、社
会の関心等に沿った具体的なテーマに特化した広報施策は少ない。

• 各府省庁の既存の広報施策にて活用されているエビデンスが少ない。

今後の予定：
• 上記事業の報告書は令和８年５月頃までに公表予定。
• 検討した連携の在り方について、各府省庁における各種広報への反映を依頼。
• 中長期的には、産官学の知見を集めてエビデンスに基づく広報啓発が行われるよう検討。

⑧広報・啓発について
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（◎こども家庭庁、警察庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科学省、経済産業省）
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